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本稿はインド・タミルナドゥ州・ナガパッティナム郡において津波被災後の 2005 年から 2008 年

までの期間に農村世帯が受けた所得へのショックの程度とその回復を調査したものである。津波直

後ほとんどの農民は所得と資産の低下を余儀なくされた。2005/2006 年農作期には、60 パーセント

の農業所得低下があったが、2007/2008 年農作期には、ほぼ完全に津波前の所得に回復した。津波

直後は、農業生産から賃労働への生業の転換が見られた。主な対処戦略として、援助の授受と借金

が殆どの世帯で見られた。その他の対処戦略は、消費の削減、児童の就学延期などであった。実証

分析の結果から、津波後の期間に所得成長率の収束が見られた。この期間には、全てのカテゴリー

において実質所得の回復が観察されたが、価格上昇を考慮に入れると回復の効果はそれほど明らか

ではなかった。所得へのショックからの回復に対する感度分析では、要素市場へのアクセス、金融

市場へのアクセス、労働市場へのアクセスなどがレジリアンスを向上させる重要な要因となってい

た。結果として、津波被害を受けた地域の回復のスピードは生態環境と社会環境とでは差があった。

土壌と水資源をモニターして農業生産環境の回復状況に関する情報や、生産要素市場へのアクセス

を提供することによって、被災した農民が所得の低下からすみやかに回復するための支援を供与す

ることが求められる。 
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